






















補助率に関する特例申請の理由書 

１ 特例申請の内容 
ｏ 当財団に係る2018年度の恒常経費18,749,744円のうち、42.66％に相当する7,998,641
円について、本事業に係る各年度の費用相当分と仮定し、千円単位以下を切り捨てた
7,990,000円を自己資金として負担しているものと見做していただきたい。 
※ 2018年度の恒常経費の内訳と按分については、別紙参照。

２ 特例申請の理由 
ｏ 当財団は、設立母体である九州電力㈱からの寄附を主な財源として事業を行っている。 
ｏ 当該寄附収入は、決められた額を毎年得られているものの、定額の予算を効率的に活
用しながら継続的な事業の改善・充実に努めているところ。 
ｏ 不測の事態に備え、毎年プラス数十万円程度の収支となるような堅実な運営をしては
いるが、決して毎年数百万円レベルの自己資金を賄えるような余裕があるわけではない。 
ｏ 加えて、本事業の運営については、職員１名が総括的に担当し、派遣社員１名が事務
の管理に係る業務を担うとともに、統括マネージャーと事務局長が日常的な管理・指導
等を行う体制とする予定。 
ｏ このうち、職員１名と派遣社員１名の人件費や、電話代、ホームページの保守費用等

については、本事業に係る費用として切り分け、按分するこ
とは困難な状況。 
ｏ さらに、本事業をマネジメントする事務局長の給与 につい
ては

精緻な按分が困難であ
るため、申請はしていない。 
ｏ 以上を踏まえ、本事業にかかる費用については、本事業の当財団の事業費全体に占め
る割合42.66％を按分比率として仮定したうえで、恒常経費18,749,744円のうち、按分比
率42.66％を乗じた7,998,641円を本事業にかかる各年度の費用と見做し、千円単位以下
を切り捨てた7,990,000円を自己資金として計上するもの。 

３ その他 
ｏ 上記１の恒常経費の他にも、本事業を統括的にマネジメントする統括マネージャーの
給与の一部は、本事業にかかる費用として申請すべきであるところ、精緻な按分が困難
であるため、その分は助成金として申請していない。 

以 上 



＊事務局長の給与は2018年の金額 

以 上 

分類 勘定科目 内容

管理費 給料手当 職員給与（１名）

管理費 委託費 派遣社員派遣料（１名）

管理費 給料手当 事務局長給与（１名）

管理費 リース料 プリンターリース代

管理費 通信運搬費 電話代

管理費 普及宣伝費 HP保守費用

① 18,749,744

② 42.66%

7,998,641

2018年度恒常経費の内訳と按分について

管理費合計

金額（円）

費用按分合計（①×②）

費用按分比率※

別 紙 

※当財団の事業費全体における本事業の助成費の占める割合

 Ａ：本事業の助成費   （28,000,000 円）※３年間の平均

 Ｂ：当財団の既存の事業費（37,632,685 円）※2018 年度実績

 Ｃ：当財団の事業費合計 （65,632,685 円）※Ａ＋Ｂ 

   本事業の助成費の占める割合＝Ａ／Ｃ＝42.66％（小数点第３位以下切り捨て）




